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本研究開発では、大規模災害時に被災地で生じる通信機能や情
報処理・蓄積機能の大幅な低下に対応するため、短時間に被災地
へ投入でき、柔軟かつ簡易にＩＣＴサービスを提供できる移動式ICT
ユニットの研究開発をおこなっています．

移動式ＩＣＴユニットは、可搬型のボックスに通信機能と情報処理・
蓄積機能の両方を収納したもので、被災地にいち早く駆けつけ、被
災地域で要望される情報通信サービスに即応します。

移動式ＩＣＴユニットのコンセプト

広域ネットワーク

Datacenters

ＩＣＴユニット

残存光ファイバ

有線LAN

通信ビル

ハブ

無線アクセス

被災地
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大型ICTユニット (2012)

中型ICT ユニット (2012)

モジュール化ICT ユニット (2014～)

ユニット単体の小型化

 昨年来、大型ＩＣＴユニット、中型ＩＣＴユニットを開発し、基本機能の確認実験や実証実験
を実施してきました。

 このたび、これまでのユニットを更に進化させた、ICTカー（車載型小型ＩＣＴユニット）をあら
たに開発しました。

移動式ＩＣＴユニットのロードマップとICTカー

小型ICT ユニット (2013)

構成機能の切り出しによるユニット小型化

小型IP-PBX バッテリ WiFi AP

ICTカー

複数ユニットネットワーク化に
よる機能・範囲拡大
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ICTカー（車載型小型ＩＣＴユニット）

【概要】
• バンタイプのガソリン車。（積載重量1t)
• 発電機を含む電源、空調設備を搭載し自立運用
• サーバ/NW機器、無線機器等を可搬モジュール化して搭載

し、被災地で展開．
• ルーフにアンテナ類設置機構を装備

【提供機能・サービス】
• 被災地でのＷｉＦｉネットワークの即時構築展開を可能とする

アクセスポイント集中制御機能
• 手持ち携帯電話を利用しての被災地内通話機能
• 避難所管理運営を簡単確実にする避難所支援システム
• 自治体機能など社会基盤の早期復旧をサポートするＩＣＴ

機能仮想化機能
• その他必要とされるＩＣＴ環境の実装機能
• 衛星、光ファイバなど広域網への接続機能

【特徴】
• 外部電源がなくても5日間以上の運転可能．
• 周辺に1-2時間で無線アクセス網を構築．
• 自分のスマホ・電話番号を使った市内通話が可能．
• 避難所情報の取得、活用等被災地活動をサポート
• 被災地のニーズの応じて搭載機器を柔軟に変更可能
• 潜熱蓄熱材を用いた自立式空調により低消費電力化
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救急通信車は、被災地で必要とされる最低限のＩＣＴ環境を即時に提供します。
下記は、主な提供機能です。

救急通信車の主な提供機能

無線アクセス

主な提供機能

被災地内での通話環境
を即時に復旧する通話シ
ステム

十分なカバレッジを瞬時
に確保する無線アクセス
ネットワーキング技術

避難者の把握、管理を簡
便化する避難所支援シ
ステム。

自治体や病院など複数
機関が少ないリソースを
共用して、ＩＣＴを個別利
用できる仮想化技術
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持運びサイズ（例えば、
410x310x100mm)のキャリー
ケースに必要機材を詰めこんで
被災地に移動、最低限のサー
ビスを即時に提供できます。

災害対策用小型交換機 バッテリ

無線LANアクセスポイン
ト (WiFi AP)

広域網接続用アダプタ

携帯端末
（スマートフォンをお持ちでない
方への貸出し、共用）

※携帯会社の回線契約は不要．
WiFiが利用できれば通話可能．

アタッシュケース型ICT-BOX
構成機能の切り出しによるユニット小型化例
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災害対策用小型簡易交換機

外観

•WiFiを使って、スマートフォンやタブレット、PCで通話ができます．

•お客様が使っている端末から簡単な番号登録で、すぐ通話ができます．

•普段お使いの携帯電話や固定電話の番号で発着信ができます．

•ソフトフォンと電話番号登録用アプリケーションを簡易交換機からダウンロードし、利用します．

•ひかり電話ルータを接続/設定することで端末から外線への発信および外線からの着信ができます．

特徴

利用イメージ
ひかり電話ルータ 簡易交換機 WiFiｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ スマートフォン

PCソフトフォン IP電話機

大規模災害時に通信サービスが長期に亘り中断するような状況において、
避難所などで自治体職員や住民の方々が臨時の連絡手段としてお使いい
ただくことを想定したシステムです．
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 研究開発成果を一般の方々に体験いただき、フィードバックを得ることで、開発技術が活
用されるかどうかのアセスメントと改善点を明らかにする取り組みを実施．

 2013年10月12, 13日、会津大学に協力いただき、学園祭へこられたかたに実際に緊急
時の通話機能を体験いただいた．
 300人程度の方が参加
アンケート、ヒアリングを通じ機能のアセスメント（おおむね活用できるとの回答）

とてもそう

思う

69%

そう思う

26%

どちらで

もない

2%

そう思わ

ない

2%

まったく

そう思わ

ない

0%

無記入

1%

【アンケート例】

本システムは、災害時に避難所などで活
用した場合、連絡手段として役立つと思
いますか？
【結果】

「とてもそう思う」、「そう思う」と回答された
方が95%であり、高い評価を得た．

ＩＣＴユニットが提供する通話機能の実証実験
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ＳｕｉＴＡ

ICカード
NFC対応携帯電話
(避難者手持、支給）

避難者顔写真

避難者情報記載物
（証明書、登録ｶｰﾄﾞ
名刺、名札）

避難者カード

・・・・・・
・・

施設､物資､体調等
アンケート

避難者データ取得

固有ID読取

撮影

NFC対応タブレット

撮影

協力団体や
インターネット

への公開

避難者データをICカード固有IDに紐
づけることにより、
避難所・仮設住宅の移動によらず
避難者データの一元管理

顔写真と避難者情報（氏名、年齢
等）を紐づけることにより
確実な避難者管理と安否情報作成

入力

オペレータによる
データ投入・集計・
分析・公開

至急○×地区に
物資を輸送しろ

統計分析による
医療チーム派遣計画
物資配給計画など

ボランティア
による

データ投入

避難者データ利用

よかった
あの人は無事だわ

被災者データ収集システムの特徴と利点
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 研究開発成果を一般の方々に体験いただき、フィードバックを得ることで、開発技術が活
用されるかどうかのアセスメントと改善点を明らかにする取り組みを実施．

 2013年8月22,23日に会津大で開催された電気関係学会東北支部連合大会において、学
会を災害時の避難所に見立て、参加者情報データベースの迅速な構築と、収集情報の
活用に関して、評価実験を実施．平時イベント活用の一例としても有効性を評価．
学会参加者500名の内、200人程度の方が参加
アンケート、ヒアリングを通じ機能のアセスメント（災害時に有効との回答）

【アンケート例】

本システムは、災害時に避難所などで活
用した場合、避難された方々の情報を収
集・活用するのに役立つと思いますか？
【結果】

「とてもそう思う」、「そう思う」と回答された
方が83%であり、高い評価を得た．

被災者データ収集システムの実証実験

【評価実験の流れ】

 会場ごとの現在の参加者数を調べることができます。
（⇒ 避難所ごとの現在の滞在者人数を調べることができます。）
 学会に参加している方のお名前やお顔、どの会場にいるか調べることができます。
（⇒ 避難所にいる方のお名前、顔写真が確認できます。）
 講演の評価やコメントをリアルタイムで知ることができます。
（⇒ 避難所の状況、必要なものをリアルタイムに知ることができます。）

<実験準備状況>

【利用者のメリット】
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今後の予定：四国での実証実験

■実証内容
東南海地震の影響を受けることが予想され、災害対策に積極的に取組んでいる高知県南国市、高知

県黒潮町 と協力し、以下の内容について実証実験を実施する予定です。
・移動式ICTユニットのIP電話機能を使った避難所間通信（IP電話）
・移動式ICTユニットの環境を利用した自治体様アプリの実証、など

■実施場所、時期

高知県南国市、黒潮町、 ２月下旬に実施予定

スマートフォン

IP電話機ICT-U

災害電話

（実証3）

災害対策本部、避難所間
での音声通信の提供

電源を搭載した
移動式ICTユニット

普段のスマホ、電話
番号で通話

避難所 災害対策本部
（市町庁舎想定）

（実証4）

避難所周辺での音声
通信の提供

（実証2）

アプリインストー
ル （実証1）

アプリインストール

（実証5）

災害対策本部、避難所間で
の避難所情報の共有
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フィリピン台風被災地における活用イメージ

 フィリピンは、昨年１１月に超大型台風にみまわれ、多くの被害が出ました。

 NTT研究所の移動式ＩＣＴユニットの研究には、フィリピン政府も高い関心を示しており、
被災地域のＩＣＴ環境復旧を支援できないか、総務省をはじめ関係機関との検討を始め
ています。

図．被災前のSAN REMIGIO MUNICIPAL広域ワイ
ヤレスネットワーク（システムは台⾵により全滅）

実証実験地の候補となっている、San Remigio市は、人口65,000人、27のBarangay(区, 最小行政単位）から

構成される。台風の直撃を受け、甚大な被害を受けた。既設の情報通信ネットワーク・システムも壊滅的被
害を受け自治体業務に支障を来している。台風直後は、通信が途絶えるなか、人力での情報収集に当たら
ざるを得なかった。国への被害状況報告など市から外界への連絡手段は、市長が持つ衛星携帯電話端末
一台だけで行った。
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耐災害ＩＣＴ研究開発の持続的発展

 耐災害ＩＣＴについては継続的な研究開発が必要であり、社会実装、実証、研究開発
が連携するエコシステム

 耐災害に関わるＩＣＴ技術、適用経験、実証環境に関するイノベーションハブ

 ＮＩＣＴ耐災害ＩＣＴセンタを中心に日本、世界の耐災害ＩＣＴ研究開発の推進が要

 さまざまな研究成果を連携することでより機動的に災害に対応可能と思われる。

 これまでの様々な研究開発の成果を活用しやすい環境の整備の検討

耐災害ＩＣＴ
Innovation HUB

研究開発機関 社会実装

社会課題・要望

連携

ＩＣＴに関わる課題

成果アピール

＋

耐災害ＩＣＴ研究推進協議会

テストベッド

NICT耐災害
ＩＣＴ研究センタ

耐災害ICT技術
情報HUB

研究成果情報

技術・事例情報

Ｒ＆Ｄ機関Ａ

Ｒ＆Ｄ機関Ｂ

Ｒ＆Ｄ機関Ｃ
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本件連絡先：
NTT未来ねっと研究所

レジリエントネットワーク戦略担当
resilient-mirai@lab.ntt.co.jp


